
 
 
 

 
 
 
 
 

松戸市“行財政改革計画” 

―中・長期的な改革アクションプラン― 
（市役所の構造的な改革を図る工程表） 

 

 

 

 

平成１７年７月 

松戸市 財務本部 企画管理室 

 

 



はじめに 

 
 松戸市では、総合計画第 2次実施計画を推進するため、当該計画期間（平
成 16年度～19年度）内に予測された約 229億円の一般財源不足を埋め、更
には、市役所の構造的な転換を図るため、平成 15 年 12 月に、「松戸市行財
政改革計画」を策定しました。 
 この行財政改革計画は、財源不足を解消するための「短期的な改革」と構

造的な転換を図るための「中・長期的な改革」の 2本柱により構成されてい
ます。計画策定後、これまでの間は、当面の財源不足の解消を主眼として、

「短期的な改革」に集中的に取り組んできました。 
 本年度は、総合計画第 2次実施計画の見直し年にあたることからも、構造
的な転換を図る「中・長期的な改革」のアクションプランとして、市役所の

構造的な改革を図る工程表（「改革工程表」）を策定し、本市の構造改革を加

速してまいります。 
本年度のサマーレビュー（予算編成前に実施する中期「３年程度」の成果

目標と計画額を設定するための事務事業見直し）においては、SWOT分析（成
長分野や撤退分野の明確化）の導入及び評価システムなどを活用することに

より事務事業の見直しを理論的に実施してまいります。また、第２次実施計

画の見直し及び次期実施計画策定においても、それらを有効的に活用し戦略

的な計画とし総合計画の推進を図ってまいります。 
 
 

1 「行財政改革計画」の全体イメージ 

 
 平成 15年 12月に策定した「松戸市行財政改革計画」は、財源不足を解消
するための「短期的な改革」と構造的な転換を図るための「中・長期的な改

革」を実施することにより、３つの目標（行政の有効性の向上、行政の効率

性の向上、行政の透明性の向上）を達成し、２つの成果（住民の満足度の向

上、行政の信頼性の向上）を実現することを目指しています。この計画の全

体イメージは、次ページの図 1のとおりです。 
 
 
 
 
 
 

 



 
 

図 1 
 

 
 
 
 
 
 
 

地方自治体を取り巻く状況 本市の現状と課題

基本的な考え方

財源不足を解消するための
「短期的な改革」

構造的な転換を図るための
「中・長期的な改革」

改革の方向性

行政の有効性の向上 行政の効率性の向上 行政の透明性の向上

住民の満足度の向上 行政の信頼度の向上

①　財政状況の悪化
②　当面の財源不足の発生
③　従来の対応方法の限界

①　景気の低迷
②　地方分権の進展
③　構造改革の推進

行財政改革専門家会議の「意見・提言」を基軸

１．事業の再構築

２．総人件費の抑制

３．財政調整機能の発揮

１．効率的な市役所への変革

２．経営システムの確立と持続

３．住民が関与するまちづくり

進行管理・評価 立案・実施

推進体制と主な任務

行財政改革
推進会議

３つの「目標」

２つの「成果」

５つの「向上」を目指します！

２本柱

 



2 「短期的な改革」のこれまでの成果 

 
 財源不足を解消するための「短期的な改革」では、「事業の再構築」「総人

件費の抑制」「財政調整機能の発揮」の３つの方策により、平成 16年度～19
年度の 4年間で、約 229億円の一般財源等を削減することを目標に取り組ん
でいます。    
 
方策 

 
項目 

16～19年度 
一般財源等 
削減目標額 

16年度 
影響額 

(当初予算) 

17年度 
影響額 

(当初予算) 
１）事業方策の変更 
 事業の実施方法等を変更し、効率を見

直す 
２）当面の目標の変更 
当面の目標を変更し、効果を見直す 
３）事業目的の変更 
事業目的を変更し、効果・効率を見直

す 
４）資産の有効活用 
資産を有効利用し、売却を推進する 

1.事業
の再構

築 

５）その他（経費・コストの縮減） 

 
 
 
 
 

111億円 

 
 
 
 
 

20億円 

 
 
 
 
 

32億円 

１）人件費の見直し 
職員手当等の見直しを図り、一人当た

りの単価を引き下げる 

2.総人
件費の

抑制 
２）事業の合理化 
業務委託などによる職員数を削減する 

 
 
 

48億円 

 
 
 

12億円 

 
 
 

17億円 

１）基金の活用 
基金を活用し、財源を補填する 65億円 24億円 24億円 

3.財政
調整機

能の発

揮 
２）予算編成による全体調整 
全体調整の中で柔軟な配分を実施する 

 
5億円 

 
4億円 

 
△16億円 

合    計 229億円 60億円 57億円 
 ※平成１７年度当初予算額中「３.財政調整機能の発揮」△16億円のうち、△13億円は、一般財源が計画

策定時と比較して 13億円少なかったため計上したものです。 

 
 また、平成 17 年 4 月から行政評価支援システムと連動した新しい財務会
計システムを稼動させるなど、改革を支えるための仕組みの構築に向けての

取り組みも着々と進めています。 

 



3 「中・長期的な改革」アクションプラン（改革工程表） 

 
 平成 15 年 11 月に、「行財政改革計画」の策定にあたって設置した「松戸
市行財政改革専門家会議」より、次のような３つの方策を柱とする提言を受

けました。これを受けて、本市では、「行財政改革計画」の中で、これら３つ

の方策の現状把握、今後の方向性の検討・優先順位化を実施し、方策の具体

的な立案を実施することとしています。このアクションプランは、提言に基

づく具体的な方策の立案に相当するものです。 
 

方策 基本的な方向 検討項目 
市役所の役割の明確化 行政の役割の再設定（守備範囲の段階的な見直し） 

サービスの重点化・適正化 
ベンチマーク*1を活用したコストの適正化 
行政サービスの民間市場への開放 

コストを意識した行財政運

営 

アウトソーシング*2などによる行政のスリム化 
受益と負担の明確化・適正化 
収納率の向上 

効 率 的

な 市 役

所 へ の

変革 

受益と負担の明確化 

資産の有効利用と売却の推進 
トップダウン、ボトムアップの提案の仕組み 
総合計画を始め各種計画を成果指向に転換 
財源状況に応じた事業の優先順位化、成果重視の

予算編成 
機能的な組織への再構築 

経営システムの確立 
① 計画を成果指向に転換 
② 柔軟な予算制度の構築 
③ 機能的な組織の構築 
④ 情報の集約とＩＴ技術

の活用 経営情報の一元化・共有化 
学習する体質・風土への転換 

経 営 シ

ス テ ム

の 確 立

と持続 

組織体質と人材の強化 
① 組織体質の転換 
② 人材の強化 

能力を引き出す制度の導入（ポストの公募、プロ

ジェクトへの選任） 

インターネットなどによる情報の積極的な提供 住民への積極的な情報公開 
住民との議論の場の確立 
住民の声に対応する仕組みの充実・強化（苦情窓

口の一本化、情報化） 
住民への迅速な対応 

対応手続きや対応時間の標準化 
パブリック・コメント*3、パブリック・インボル
ブメント*4の導入 

住 民 が

関 与 す

る ま ち

づくり 

住民の関与する機会の確立 

補助金等の第三者機関による審査 
 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜解説＞ 
*1ベンチマーク 比較検討するための指標 
*2アウトソーシング 事業や業務の一部・全部を外部機関に任せる委託などの
総称 
*3パブリック・コメント 施策立案過程において、検討段階の案を公表し、広
く意見を求め、意思決定の参考にしていく制度 
*4パブリック・インボルブメント 施策立案過程の当初の段階で、広く意見を
求め、その内容を調査・分析した上で、施策案の検討を進める制度 

 
(1) 松戸市行政経営システムの全体像 
 
 市役所の構造的な転換を図る方策の立案を行うため、本市の行政経営シ

ステムの全体像を次の図 2のように整理しました。これは、行政経営を「内
部マネジメント」「内部組織」「協働（外部マネジメント）」の３つの視点に

切り分け、それぞれを「政策・施策レベル」「基本事務事業・事務事業レベ

ル」「業務・活動レベル」の３つのレベルに細分化してできた９つの領域と

それらを支える仕組みとしての「情報公開」を加え、１０の改革項目を導

き出しています。このように、行政経営システムの全体を鳥瞰した上で、

１０の改革項目ごとに具体的手段や役割を明確にした工程表を作成し、

個々の改革の関連を明確にするようにしています。 
 
図 2：行政経営システムの全体像 
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基本事務事業
事務事業

業務
活動

1.戦略計画

2.行政評価

3.業務改善

4.政策審議ﾌﾟﾛｾｽ強
　化

5.庁内分権

6.組織のﾌﾗｯﾄ化

内部マネジメント 内部組織 協働(外部ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ)

7.協働の推進

8.市場ﾒｶﾆｽﾞﾑの活用

9.市民との情報共有・
　協働の実践

10.情報公開

政
策
目
的
体
系

(2) 松戸市行政経営システムの全体像と「中・長期的な改革」における３つの
方策の対応関係 

 
 松戸市行政経営システムの全体像から導き出された１０の改革項目と

「中・長期的な改革」における３つの方策の対応関係は、次のようになり

 



ます。１０の改革項目を実施することによって、「中・長期的な改革」にお

ける３つの方策が具現化できることとなります。 
 
行財政改革計画 
「中長期的な改革」 

改革工程表における対応項目 

内部マネジメ

ント 
内部組織 協働（外部マネジメ

ント） 
 
 
 
方策 

 
 
 
基本的な方向 

１
戦
略
計
画 

２
行
政
評
価 

３
業
務
改
善 

強
化 

４
政
策
審
議
プ
ロ
セ
ス 

５
庁
内
分
権 

６
組
織
の
フ
ラ
ッ
ト
化 

７
協
働
の
推
進 

活
用 

８
市
場
メ
カ
ニ
ズ
ム
の 

協
働
の
実
践 

９
市
民
と
の
情
報
共
有
・ 

10 
情 
報 
公 
開 

市役所の役割の

明確化 
○          

コストを意識し

た行財政運営 
○ ○      ○   

効
率
的
な
市
役
所
へ

の
改
革 

受益と負担の明

確化 
 ○ ○        

経営システムの

確立 
 

○ ○  ○ ○      
経
営
シ
ス
テ
ム
の

確
立
と
持
続 

組織体質と人材

の強化 
  ○   ○     

住民への積極的

な情報公開 
        ○ ○ 

住民への迅速な

対応 
  ○      ○  

住
民
が
関
与
す
る
ま

ち
づ
く
り 

住民の関与する

機会の確立 
        ○  

 

 



(3) アクションプラン（改革工程表） 
 
 行財政改革計画の計画期間である平成 19 年度までに、当面、取り組む
改革項目ごとの具体的な手段は、次の改革工程表に示すとおりです。具体

的な手段に関してのより詳細な内容や目標等については、個々の施策を遂

行する中でお知らせしていくこととなります。 
 また、このアクションプラン（改革工程表）については、平成 12 年度
～16年度までのこれまでの取り組み状況も併記しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



行財政改革計画”中・長期的な改革アクションプラン（改革工程表）”　

改革項目 改革の方針 具体的手段 所管 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

内部マネジメント

1.戦略計画 ①市全体及び各政策ごとに、外部環境と内部
要因を分析し、SWOT分析を実施します。

②SWOT分析をもとに、成長・撤退・改善・
回避の４つの戦略を導き出します。

③SWOT分析の結果を活用して、第２次実施
計画の見直し（ローリング）を行います。

④次期実施計画の策定にあたっては、SWOT
分析などの戦略計画手法を活用します。

第2次実施計画策定 総務企画 準備 策定 実施 ⇒ 見直し ⇒ ⇒

SWOT分析（※）な
どの戦略計画手法を
活用して、総合計画
実施計画を「選択と
集中」を明確にした
計画として策定でき
るようにします。

行財政改革計画策定 財　　務 策定 実施 ⇒ ⇒ ⇒

SWOT分析の実施 総務企画
試行

(本部単位)
実施

(政策単位)
⇒

次期実施計画策定 総務企画 準備 策定

2.行政評価 ①戦略計画に基づき、実施計画の策定時に、
基本事務事業・事務事業の立案（事前評価）
を行います。

②毎年、行政評価支援システムを活用して、
計画期間途中での実績把握と目標値や資源配
分の調整を行う事中評価を実施します。

③事前評価や事中評価は、サマーレビュー
（※）として実施します。

④サマーレビューによる成果目標と計画額に
基づき資源配分を行います。

政策目的体系の策定 総務企画 準備 策定 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 見直し

戦略計画に基づく事
業執行をスムーズに
展開するために、政
策目的体系を基軸と
した行政評価システ
ムにより、事務事業
の立案・評価を行い
ます。

事前評価 総務企画
第２次
実施計画
事前評価

次期
実施計画
事前評価

事中評価 総務企画
第２次
実施計画
事中評価

⇒ ⇒

行政評価支援ｼｽﾃﾑ導入 総務企画 開発 導入 ⇒ ⇒

事業別予算・決算導入 財　　務
予　算
⇒

⇒ ⇒ ⇒
 予算決算
準備

⇒ 導入 ⇒

3.業務改善 ①職員の能力ややりがいを引き出すための
「庁内公募制度」を導入します。

②職員の参加意欲を高め、満足度を向上させ
るための運動を行います。

③発生主義会計に基づくコストや間接費など
トータルコストを把握し、適正なコストマネ
ジメントを行うための研究を実施します。

④ＩＴ（情報技術）を積極的に活用し、業務
プロセスの再設計を行う業務改善を実施しま
す。

庁内公募制度の導入 総務企画 検討 導入 ⇒

事務事業の適正な執
行のため、職員の自
発的・自律的な業務
改善活動が行える環
境を整備します。
また、業務改善を行
う上で必要な各種
ツールを整備しま
す。

庁内刷新行動計画 総務企画 策定 実施 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

バランスシートの作成 財　　務 作成 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

活動基準原価計算等の
研究

財　　務 調査 研究 ⇒

ＩＴを活用した業務プ
ロセスの再設計

総務企画 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

※　SWOT分析：戦略立案等に使われる分析のフレームワークで、組織の強み(Strength)、弱み(Weakness)、機会(Opportunity)、脅威(Threat)の４つの軸から評価する手法のこと

※　サマーレビュー：予算編成前に毎年実施する中期（３年程度）の成果目標と計画額を設定するための事務事業見直し



行財政改革計画”中・長期的な改革アクションプラン（改革工程表）”　

改革項目 改革の方針 具体的手段 所管 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

内部組織

4.政策審議プロセス
強化

①経営会議において、戦略的な政策の策定を
行います。

②政策調整会議において、事務事業の評価・
サマーレビューを行います。

③市全体の政策を審議するために、政策情報
を充実し、全庁的に共有化を図ります。

経営会議・政策調整会
議の設置

総務企画
設置 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

政策を具現化するた
めの審議プロセスを
強化します。

行財政改革推進会議の
設置

財　　務
設置 ⇒ ⇒ ⇒

企画部門の充実 総務企画 企画管理室
設置

⇒
政策調整課
設置

⇒ ⇒
ｼﾝｸﾀﾝｸ機
能の研究

⇒ ⇒

5.庁内分権 ①各本部が、より「自己決定・自己責任」で
組織運営ができるようにします。

②各本部の組織と役割を明確にするために、
政策目的に合わせた組織にします。

③首長と組織リーダー（本部長等）の協定等
の在り方を検討します。

④組織経営を円滑にするために、特定課に集
中している権限を移譲するなど、より自己完
結型の組織にします。

本部制の導入 総務企画
導入 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

政策を具現化するた
めに、政策に合わせ
た組織に再編し、責
任の所在を明らかに
します。

本部長スタッフ（企画
管理室）の設置

総務企画
導入 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

本部長の運営方針の明
確化

総務企画
一部導入 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 導入 ⇒

組織・定数権限の一部
移譲

総務企画
導入 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

人事権限の一部移譲 総務企画
一部導入 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 調査 研究 ⇒

予算調整・執行権限の
一部移譲

財　　務
一部導入 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 調査 研究 ⇒

6.組織のフラット化 ①意思決定の迅速化を図るため、職務職階制
をフラットな構造に見直します。

②環境変化に積極的に対応していくために、
柔軟で効率的な課・担当室・係などの組織単
位を見直します。

③組織リーダー（本部長等）、部門リーダー
（担当部長・課長）とスタッフ（課員）の間
で、目標設定による業務の遂行を行います。

職務職階制の見直し 総務企画
調査 研究 ⇒

意思決定の迅速化を
図り、業務の効率化
を推進します。

組織単位の見直し 総務企画
一部統廃合

⇒
担当室の
設置

課と担当
室の役割
見直し

⇒ 調査 研究 ⇒

一部ｽﾀｯﾌ制

目標設定による業務遂
行

総務企画
調査 研究 ⇒



行財政改革計画”中・長期的な改革アクションプラン（改革工程表）”　

改革項目 改革の方針 具体的手段 所管 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

協働（外部マネジメント）

7.協働の推進 ①市民と行政が協働に取組む拠点を整備しま
す。

②市民と行政の協働についての基本方針を定
めます。

③市民と行政が協働事業を推進するための基
本姿勢などを具体的なルールとして定めま
す。

④市民と行政が協働して設定する「まちづく
り指標(※)」について研究します。

市民活動ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ開設 市民環境
準備 開設 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

市民と行政の協働を
推進するための仕組
みをつくり、協働を
進めます。

パートナーシップ条例
制定

市民環境
準備 組織化 制定 施行 ⇒

協働ルールの策定 市民環境
準備 策定 ⇒

まちづくり指標の研究 総務企画
研究 ⇒

8.市場メカニズムの
活用

①「公の施設」の管理については指定管理者
制度を積極的に導入するとともに外郭団体の
見直しを行います。

②今後の大規模な施設の建替え、新設にあ
たってはPFI(※)の導入を検討します。

③公営企業の見直しにあたっては地方独立行
政法人化も視野に入れ、検討します。

④市場メカニズムをさらに活用するための新
たな手法等について研究します。

指定管理者制度の導入 総務企画
検討 準備 実施 ⇒

「官から民へ」を基
本とした行政経営を
行いサービス提供の
生産性を高めます。

事業の委託化 総務企画 （ごみ収集）
（電算処理）等

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

外郭団体の見直し 総務企画
福祉公社 研究 ⇒ ⇒

公営企業の見直し 公営企業
検討 ⇒ ⇒

新たな手法の研究 総務企画
研究 ⇒ ⇒

9.市民との情報共
有・協働の実践

①市民が政策形成の過程に参画する機会を作
ります（ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ(※)等）。
　
②町会等地域の自治力の向上を支援します。
　
③ITを活用して市民との情報共有を図ります
（ＣＲＭ(※)）。
　
④ワークショップ(※)方式などを活用し、市
民と行政がともに主体となる事業を増やしま
す。
　
⑤公益事業を行うNPO団体等への支援の仕組
みを研究します。

ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ制度等の導
入

総務企画
検討 ⇒ 導入

市民と行政が協働を
実践するために必要
な情報を共有すると
ともに、協働事業の
実践に取り組みま
す。

コミュニティ単位の見
直し

総務企画
市民環境 調査 研究 ⇒

インターネットを活用
した情報共有

総務企画 一部
導入

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ 検討 ⇒ ⇒

ワークショップ方式に
よる事業推進

各本部 （川づくり）
（ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ）等

⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

NPO支援制度の研究 市民環境
調査 研究 ⇒

※まちづくり指標：まちづくりの方向性と目標値を市民と共に策定し、協働によるまちづくりをすすめようとするもの

※ＰＦＩ(Private Finance Initiative)：公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う新しい手法

※ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ：行政機関が政策の立案等を行おうとする際にその案を公表し、広く国民・事業者等から意見や情報を提出していただき、提出された意見等を考慮して最終的な
　　　　　　　意思決定を行うというもの
※ＣＲＭ(Customer Relationship Management )：市民の視点から個人情報を一貫して管理し、市民からの各種請求や問い合わせに対して効率的に応えて、市民一人ひとりの満
　　　　　　　足度を高めるためのサービス
※ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ：参加者がともに討議したり現場を見たりするなどの協働作業を通じて、参加者の前向きな意欲を引き出し、お互いの考え方や立場の違いを学び合いながら、提案を
　　　　　　　まとめる手法であり、その集まり(場）のこと



行財政改革計画”中・長期的な改革アクションプラン（改革工程表）”　

改革項目 改革の方針 具体的手段 所管 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19

情報公開

10.情報公開 ①ITを活用するなどして積極的に市政情報を
提供します。

②政策形成過程の情報を可能な限り公開しま
す。

③情報漏洩等セキュリティを強化します。

情報公開条例の施行 総務企画
⇒ ⇒ 改正 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

市政情報を市民にわ
かりやすく積極的に
公開するとともに、
情報セキュリティの
確保に努めます。

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞのﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞ
ｲﾝ(※)化

総務企画 ガイドラ
イン

推進 ⇒ ⇒ ⇒

会議録の情報提供 総務企画
市議会 推進 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

各種会議の公開 総務企画
推進 ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

個人情報保護条例の施
行

総務企画
⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒

情報セキュリティの推
進

総務企画
ポリシー 推進 ⇒ ⇒ ⇒

※ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ：年齢や身体の状況等に関わらず、誰もが安全に使いやすく、わかりやすい、暮らしづくりのために、ものや環境・サービスを設計デザインすること



おわりに 

 
 「松戸市行財政改革計画」中・長期的な改革アクションプランによる構造

的な転換の方向性は、「選択と集中」が行える経営、いわゆる戦略マネジメン

トへの転換を指向しています。これは、「あれもこれも」から「あれかこれか」

への転換とも言い換えられます。次期実施計画の策定にあたって、SWOT分
析など戦略計画手法を活用することなどが、その代表的な例と言えます。 
こうした改革の一つ一つの積み重ねにより、それぞれの政策領域ごとに、

より大きな政策転換につなげられ、需要が無くなった事業からの早期撤退、

公平性が損なわれた事業の是正、事業の中止や縮小から獲得した資源を活用

した新たな行政需要への早期対応が実現できる経営システムが確立できるも

のと考えています。総合計画に掲げる本市のまちづくりの基本方針「住んで

よいまち・訪ねてよいまち」の実現に向け、着実に改革を進めて参ります。 
 
 

① 総合計画、行財政改革計画とこの中・長期的な改革アクション･プラ

ンとの関係は、次の図 3のとおりです。 
 

② 戦略計画手法など戦略マネジメントについては、本市行財政改革推進

会議の補助組織として、平成 16年 9月に設置した中堅・若手職員か
らなる「経営戦略策定支援プロジェクト」から平成 17年 2月に研究
報告書が出されています。詳細については、プロジェクト報告書を参

考にしてください。 
 

 



図3：総合計画、行財政改革計画及び中・長期的な改革アクションプランの関連について （参考資料）

（総合計画を実現するために） （サマーレビューの結果は、実施計画のローリングにも活用）

行財政改革計画
（平成16年度～平成19年度）
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（脅威+強
み）
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つつ緩やか
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（脅威+弱
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させる戦略

中・長期的な改革

中・長期的な改革　アクションプラン
（改革工程表）

具体化

構造的な転換を図るた
めの方向性を描いたも
の

作業項目やスケジュー
ル、役割分担を明記し
たもの

内部マネジメントの改革

内部組織の改革

外部マネジメントの改革

三
つ
の
柱

SWOT分析
特に、分析ツー
ルとして

・需要が増加か減少か
・松戸の強みか弱みか
　　　　　　↓
・成長させるか、撤退
するかの方針を出す
　　　　　　↓
・使命と将来像を描く

サマーレビューの
進め方の改善

具体的に定着化さ
せる方策として

総
合
計
画

基本構想
（平成10年度　～　平成32年度）

前期基本計画
（平成10年度　～　平成22年度）

第1次実施計画
（平成10年度～平成14年度）

第2次実施計画
（平成15年度～平成19年度）

（後期基本計画）

行
財
政
改
革
計
画

戦略的な実施計画へ
（あれもこれもからあれかこれかへの転換）

「
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改
革

」

（
財
源
不
足
を
解
消
す
る
た
め
の

）

短期的な改革

三
つ
の
方
策

事業の再構築

総人件費の抑制

財政調整機能の発揮

「
中
・
長
期
的
な
改
革

」

（
構
造
的
な
転
換
を
図
る
た
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の

）

三
つ
の
方
策

効率的な市役所への変革

経営システムの確立と持続

住民が関与するまちづくり

改
革
を
推
進
す
る
た
め
の
ツ
ー

ル

三
つ
の
ツ
ー

ル

戦略計画ツール

行政評価ツール

業務改善ツール

戦略計画ツール
の導入

戦略計画ツール
の試行的な適用

○まちづくりの基本方針
　「住んでよいまち・訪ねてよいまち」

○将来像
　　「いきいきした市民の舞台」
　　　　「ここちよい地域の舞台」
　　　　　　「風格ある都市の舞台」
　　　　　　　　のあるまち・松戸

○５つの向上を目指します！

○３つの目標
　「行政の有効性の向上」「行政の効率性の向上」
　「行政の透明性の向上」
○２つの成果
「住民の満足度の向上」「行政の信頼度の向上」
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